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＜要旨＞ 
　岩手県の内水面漁業は、イワナ、ヤマメなどに加え、ニジマスによる養殖業が知られている。ニジマスは、｢トラウト
サーモン」としてお刺身に広く消費されている。本研究は、ポーターの「バリュー・チェーン」モデルを援用して内水面漁
業の現状と課題を整理し、今後の方向性を示した。主な結果は、①岩手県の養殖業者は、先行事例と比較して小規模・分散
型の養殖経営をしていることが明らかになった。このため、大規模経営体と小規模経営体で、方向性に違いが見られた。②
主にニジマスを養殖している大規模経営体は、ブランドの確立を要望していた。③ブランドの確立には、｢岩手県内水面水
産技術センター（水産試験場)」による生産技術の確立と稚魚の供給によるロットの拡大が必要になることが明らかになっ
た。これらの結果から、生産技術と並行して販売技術の研究が必要であるという結論に至った。

１　研究の概要（背景・目的等）
　岩手県内でイワナ、ヤマメ、ニジマスなどの内水面養殖
業は、八幡平市、滝沢市、花巻市などの地域で営まれてい
る。国内では、静岡県、長野県、山梨県等が先進地域であ
ることが知られ、これらの県と比較すると相対的に少数、
少量であるが、国内の産地として、一定の役割を果たして
いる。
　このような状況であるため、本県内水面養殖業の振興を
図るためには、付加価値の高い魚種の導入とともに、地域
関係者との連携による販路拡大や新たな付加価値創造の取
り組みを進める必要があると関連する生産者、行政等で認
識されている。そこで、養殖経営規模や魚種、地域特性に
応じた産地化についてバリュー・チェーンの構築に関する
現状と課題を整理し、今後の方向性を示す。

２　研究の内容（方法・経過等）
　まず、内水面養殖業の理論的フレームワークをM.E.ポー
ターのバリュー・チェーンモデルを援用して作成した（図
1)。現状では、②生産資材調達のうち、魚粉を主とする飼
料にコストがかかっていることが認識されている。さら
に、養殖業者の経営は、家族経営である場合が多く、この
場合、⑥販売・マーケティングに時間を振り向けることが
難しいと認識されている。この２点が今後の課題であると
想定される。

　次に、漁業センサスを用いて東北・北海道地域、岩手県
の概要をまとめ、地域の漁業生産構造を明らかにした。そ
して、県内の代表的な事例をバリュー・チェーンのモデル

で課題となっている②と⑥に注目して実態を調査した。
　具体的には、県内の主要生産者を選定し、清水川養鱒
場、岩姫養魚場、岩手県内水面養殖漁業協同組合、岩手県
内水面漁業研究センターへの調査を行った。これと並行し
て、内水面漁業の現状と課題についてお伺いした後、先行
して実施したアンケートを用いた調査結果を漁業センサス
に関連させて分析した。さらに、全国の研究者、県をはじ
めとする関係者による研究大会を通じて県外の先進事例に
関する補足調査を行った。

３　これまで得られた研究の成果
①岩手県の養殖業経
営体数は、食用の他、
種苗が多いことが
明らかになった(表
１)。これは、養殖
池の規模が小規模か
つ、分散している状
況に合わせて、魚種
について複合的に栽培管理を行う経営を行っていることに
対応している。さらに、岩手県内の養殖業者へのアンケー
トから大規模（ブランド化）、小規模（販売向上）共に販売
対応にニーズがあることが明らかになった（表２)。
 

②内水面の養殖業者の現状に対する課題と今後の対応に関
する要望は、小規模経営体は、ます類を生産していたため
に価格向上や業者間の連携などを要望していた（表２)。
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　これに対して、大規模経営体は、にじますを主に生産し
ていることから、生産技術だけではなく、安定生産、近年
輸入魚粉の高騰によりコストが増加している飼料への補填
事業などロットの拡大に向けた課題を挙げている。こうし
た生産組織の規模の違いが将来展望や要望に大きな差をも
たらしていると考えられる（表３)。

③先行事例としての静岡県、長野県、山梨県などの事例で
は、それぞれブランドを確立させるためのマーケティング
戦略を持ち、川上から川下までの対応を行政と養殖業者な
どで連携して実行していた。これに対して、岩手県での取
組は、既に個別養殖業者によって実施された「八幡平サー
モン」に代表される地域ブランドの育成を産地として育成
する必要である（表４）。これには、バリュー・チェーン
の確立が組織的な対応として必要である。そのためには、
経営管理能力の向上に加えて、トラウトサーモンの「三倍
体」を基幹魚種として育成し、ロットを確保した上で販売
先を開拓する必要がある。

　先行している静岡県、長野県の事例にキャッチアップす
るには、調査事例のようにニッチャーとして対応すること
は可能であるが、新たな産地としてブランドを確立させる
には、個別養殖業者による対応だけではなく、これまで進
めてきた岩手県による水産試験場や普及、県庁の施策によ
る対応をさらに進めると共に、養殖業者の組織化による生
産量の拡大を目指す必要があろう（図２)。
　これらの結果から、本研究で得られた成果を活用して、
生産技術と並行して販売技術のイノベーションを図るため
の研究が必要であるという結論に至った。

４　今後の具体的な展開
　残された課題として、養殖業の付加価値向上につながる
トラウトサーモンの生産技術を活かした産地化について今
後検討を加える。当面、ニッチ市場での競争力を確保する
必要があり、先行事例として位置づけられる長野県、山梨
県など組織的に対応している研究成果を参考にしながら、
技術面でのキャッチアップを図る必要があろう。
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